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⑴給与
①人件費	 （24年度普通会計決算・人口は25年３月31日現在）

住民基本
台帳人口

歳出額
（A） 実質収支 人件費

（B）
人件費率
（B/A）

23年度の
人件費率

19万2,951人 561億　969万円 16億　464万円 113億4,487万円 20.2% 21.3%

※普通会計は本市の場合、一般会計と墓地事業特別会計を合わせたもの。実質収
支は、歳入から歳出と翌年度に繰り越すべき財源を除いた額。人件費に含まれ
る経費は議員や非常勤職員等の報酬、特別職や一般職の給料、職員手当など
②職員給与費　　　　（24年度普通会計決算・職員数は24年４月１日現在）
職員数
（A）

給　　与　　費 １人当たり給与費
（B/A）給　料 職員手当 期末・勤勉手当 計　（B）

1,197 48億　539万円 15億3,186万円 18億　681万円 81億4,406万円 680万円
※職員手当とは扶養手当、住居手当、通勤手当、特殊勤務手当、地域手当、管理
職手当、時間外勤務手当などで、退職手当は含みません
③人件費削減措置	 25年４月１日現在

削減措置 実　施　期　間 内　　　容

一
般
職

管理職手当の減額 23年4月から26年3月までの間 9%の減額
期末勤勉手当の
加算措置の減額 13年4月から当分の間 部長級　15%　→　10%

課長級　10%　→　 7%
住居手当（持家）の減額 25年4月から26年3月 4,000円　→　2,000円

特
別
職

期末手当の
加算措置の減額 14年4月から当分の間 市長、副市長、教育長、事業管

理者　15%　→　10%
④職員の平均給料月額及び平均年齢	 25年４月１日現在

区　分 一 般 行 政 職※1 技 能 労 務 職
平均給料月額 平均年齢 平均給料月額 平均年齢

八千代市 30万9,137円 39.2歳 36万4,532円 49.6歳
千葉県 33万9,336円 43.1歳 32万6,514円 51.8歳

国
減額前　 33万2,446円

43.1歳
28万6,850円

49.9歳
減額後※2 30万7,220円 27万2,119円

※�１）税務職、医療技術職、看護・保健職、福祉職、消防職、企業職、清掃職員、学校
給食員、その他技能労務職、小・中学校教育職、その他教育職以外の職員
※２）「国家公務員の給与の改定及び臨時特例に関する法律」による減額後の額
⑤職員の初任給	 25年４月１日現在

区　分 八千代市 千葉県 国

一般行政職
大学卒 17万8,800円 17万8,800円 （総合職）18万1,200円

（一般職）17万2,200円
高校卒 14万4,500円 14万4,500円 （一般職）14万  100円

⑥職員の経験年数別・学歴別平均給料月額	 25年４月１日現在

区　分 一 般 行 政 職 技 能 労 務 職
大学卒 高校卒 高校卒 中学卒

経験年数10年 28万3,370円 22万7,700円 該当者なし 該当者なし
経験年数15年 34万5,425円 該当者なし 該当者なし 該当者なし
経験年数20年 37万9,086円 34万3,500円 32万5,650円 該当者なし

　「八千代市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例」などに基づき、
市職員の任命や、給与の状況、勤務条件などの概要を公表します。この内
容は、市のホームページ、市役所情報公開室で閲覧できます。

⑦一般行政職の級別職員数	 25年４月１日現在 

※給与条例に基づく給料表の級区分による職員数。標準的な職務内容とは、それ
ぞれの級に該当する代表的な職名
⑧昇給への勤務成績の反映状況
　昇給日（４月１日）前１年間の勤務成績により、昇給の区分を上位の昇給区
分、標準区分、下位の昇給区分の３段階を設け、昇給に反映させています。
25年４月１日の昇給では、市長部局職員853人中、上位の昇給区分に決定
された者は46人（5.4％）、標準区分に決定された者は773人（90.6％）、下
位の昇給区分に決定された者は34人（4.0％）でした。
⑨職員手当	 いずれも25年４月１日現在
●毎月支給

八千代市 国の制度との違いなど
扶
養
手
当

①配偶者：1万3,000円
②配偶者以外の扶養親族1人につき6,500円、
　16歳から22歳までの子1人につき5,000円加算

①同じ
②同じ

地
域
手
当

給料、扶養手当、管理職手当の合計額の10％
対象者1,350人
１人当たり平均支給年額　38万6,743円（24年度決算）

国の支給率は10％

住
居
手
当

①借家の場合（家賃1万2,000円を超える場合）
    家賃の額に応じて2万7,000円を限度に支給
②持家の場合　2,000円（平成26年度廃止）

①同じ

②国は支給なし

通
勤
手
当

①電車・バスを利用する場合
　６か月定期券等の価額による支給を基本として
　全額支給
②乗用車等を使用する場合
　使用距離等に応じて3,800円～3万7,600円を支給

①６か月定期券等の価額による一括支給を基本と
　し、１か月当たり5万5,000円を限度に全額支給

②�使用距離等に応じて、2,000円～2万4,500円を
支給

●勤務実績に応じて支給

時 間 外
勤務手当

24年度
支給総額 5億1,540万円

職員１人当たり平均支給年額 38万円

23年度
支給総額 4億1,615万円

職員１人当たり平均支給年額 31万円

特　　殊
勤務手当

職員全体に占める手当支給職員の割合（24年度） 34.8%
支給対象職員１人当たり平均支給年額（24年度決算） 4万3,557円
手当の種類（手当数） 24種

●臨時に支給
八千代市 国

期
末
・
勤
勉
手
当

24 年度支給割合
期末手当　2.60（1.45）月分
勤勉手当　1.35（0.65）月分

（　）内は再任用職員に係る支給割合

24 年度支給割合
期末手当　2.60（1.45）月分
勤勉手当　1.35（0.65）月分

（　）内は再任用職員に係る支給割合
加算措置の状況　	
職制上の段階、職務の級等による加算措置
　・役職加算　5～15％	
　　　　13年4月から当分の間、⑴③のとおり減額中

加算措置の状況　　	
職制上の段階、職務の級等による加算措置
　・役職加算　 5～20％	
　・管理職加算　10～25％	

退
職
手
当

区　分 勤続20年 勤続25年 勤続35年 最高限度額
自 己 都 合 23.03月分 32.83月分 46.55月分 55.86月分
勧 奨 ・ 定 年 28.7875月分 38.955月分 55.86月分 55.86月分

※退職手当は、千葉県市町村総合事務組合の退職手当条例で支給率が規定され
ています。本市で24年度に退職した職員に支給された退職手当の１人当たり
平均支給額は2,429万円です。定年前早期退職特例措置は２～20％加算で国
と同じです
※このほか、管理職手当、夜間勤務手当、災害派遣手当などがあります

区分 1級 2級 3級 4級 5級 6級 7級 8級
合　計標準的な

職務内容
主　事
技　師

主　事
技　師

主任主事
主任技師 主査補 主　査 副主幹 課長

室長
部局長
次　長

職員数（人） 110 132 65 32 102 72 69 25 607
構成比 18.1% 21.7% 10.7% 5.3% 16.8% 11.9% 11.4% 4.1% 100.0%

１年前 18.0% 17.9% 10.4% 9.3% 17.1% 11.7% 11.2% 4.4% 100.0%
５年前 10.7% 12.2% 10.1% 13.7% 23.8% 12.4% 12.1% 5.0% 100.0%

お問い合わせは職員課 483-1151（代表）へ
人事行政の運営等の状況

1.市職員の給与などの状況
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台
風
26
号
で
被
災
し
た
皆
様
に
心
よ
り
お
見
舞
い
申
し
上
げ
ま
す
。

■
被
害
状
況
と
市
の
配
備
体
制
及
び
対
応　
強
い
勢
力
を
維
持
し
な
が
ら
10
月

16
日
の
午
前
中
に
伊
豆
諸
島
や
関
東
地
方
に
最
接
近
し
た
台
風
26
号
は
、
千
葉

県
各
地
で
土
砂
崩
れ
、浸
水
の
被
害
な
ど
の
大
き
な
被
害
を
も
た
ら
し
ま
し
た
。

　
本
市
に
お
い
て
も
、前
日
か
ら
の
総
雨
量
が
３
０
６
ミ
リ
メ
ー
ト
ル
に
達
し
、

16
日
午
前
６
時
に
は
、平
成
３
年
以
降
最
大
と
な
る
時
間
雨
量
58・５
ミ
リ
メ
ー

ト
ル
を
観
測
し
、八
千
代
１
号
幹
線
付
近
を
中
心
に
市
内
各
地
で
浸
水
被
害
な

ど
が
発
生
し
ま
し
た
。10
月
30
日
現
在
の
集
計
で
は
、床
上
浸
水
１
９
７
棟（
う

ち
住
家
が
１
５
４
棟
）、床
下
浸
水
１
９
１
棟（
う
ち
住
家
１
７
８
棟
）、道
路
冠

水
18
か
所
、倒
木
20
件
、が
け
崩
れ
８
か
所
、農
作
物
被
害
の
ほ
か
、人
的
被
害

（
軽
症
）
も
２
件
発
生
し
ま
し
た
。

　
市
の
対
応
と
し
て
は
、
15
日
午
前
11
時
に
安
全
環
境
部
・
都
市
整
備
部
・
上

下
水
道
局
に
よ
る
対
応
策
な
ど
の
協
議
、
午
後
５
時
15
分
に
臨
時
配
備
体
制
を

敷
き
、市
内
10
か
所
に
自
主
避
難
用
の
避
難
所
を
開
設
し
、や
ち
よ
情
報
メ
ー

ル
、
広
報
車
、
市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
を
活
用
し
、
注
意
喚
起
と
避
難
所
開
設
を
お

知
ら
せ
し
ま
し
た
。

　
夜
半
か
ら
、市
民
の
要
請
に
よ
る
土
の
う
の
配
布
、未
明
か
ら
道
路
の
交
通
規

制
、床
上
浸
水
し
た
住
宅
や
浸
水
し
た
車
両
か
ら
の
救
出
な
ど
を
行
い
ま
し
た
。

　
16
日
午
前
５
時
57
分
に
応
急
対
策
本
部
を
設
置
、
さ
ら
に
17
日
午
後
４
時
10

分
に
災
害
対
策
本
部
に
移
行
。
台
風
の
被
害
状
況
の
確
認
、
被
災
者
や
避
難
者

へ
の
支
援
、
浸
水
や
が
け
崩
れ
箇
所
の
対
応
な
ど
を
協
議
し
、
浸
水
家
屋
の
水

中
ポ
ン
プ
に
よ
る
排
水
作
業
、廃
棄
物
の
処
理
、消
毒
な
ど
を
行
い
ま
し
た
。

　
台
風
26
号
に
よ
り
被
災
さ
れ
た
方
々
へ
は
、
被
災
の
程
度
に
応
じ
て
災
害
見

舞
金
の
交
付
や
市
税
の
減
免
等
の
支
援
を
行
っ
て
お
り
、
各
種
被
災
者
支
援
制

度
を
市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で
ご
案
内
し
て
い
ま
す
。　
　
　
　
　
（
総
合
防
災
課
）

■
八
千
代
１
号
幹
線
沿
い
の
浸
水
と
水
位
警
報
装
置　
台
風
26
号
で
は
、八
千

代
１
号
幹
線
上
流
の
船
橋
市
か
ら
八
千
代
市
の
広
範
囲
で
、最
大
時
間
雨
量
が

50
ミ
リ
メ
ー
ト
ル
を
超
え
る
降
雨
に
よ
り
、八
千
代
１
号
幹
線
沿
い
の
大
和
田

地
先
、八
千
代
台
北
16
丁
目
地
先
、八
千
代
台
東
６
丁
目
地
先
、高
津
地
先
及
び

八
千
代
台
西
７
丁
目
地
先
に
お
い
て
短
時
間
で
浸
水
の
状
態
と
な
り
ま
し
た
。

　
昭
和
58
年
10
月
に
、
京
成
軌
道
を
挟
ん
だ
八
千
代
１
号
幹
線
沿
い
の
大
和
田

地
先
と
八
千
代
台
北
16
丁
目
地
先
に
水
位
警
報
装
置
を
そ
れ
ぞ
れ
１
基
ず
つ
設

置
し
、
１
号
幹
線
の
水
位
が
警
戒
水
位
に
達
す
る
と
近
接
住
民
に
サ
イ
レ
ン
で

お
知
ら
せ
す
る
シ
ス
テ
ム
に
な
っ
て
い
ま
し
た
が
、警
報
装
置
の
不
具
合
に
よ
り

サ
イ
レ
ン
が
作
動
し
ま
せ
ん
で
し
た
。

　
そ
の
後
、
関
係
自
治
会
長
・
町
会
長
宅
に
市
長
と
事
業
管
理
者
が
伺
い
、
文

書
を
も
っ
て
お
詫
び
し
ま
し
た
。
ま
た
、
自
治
会
か
ら
の
要
請
を
受
け
、
11
月

10
日
に
小
板
橋
北
・
西
町
会
、
11
月
17
日
に
北
東
自
治
会
を
対
象
に
説
明
会
を

開
催
し
、
住
民
の
皆
様
に
説
明
を
し
ま
し
た
。

　
こ
の
警
報
装
置
は
11
月
９
日
に
修
繕
し
、
14
日
に
作
動
試
験
を
行
い
、
サ
イ

レ
ン
が
正
常
に
作
動
す
る
こ
と
を
確
認
し
ま
し
た
。

　
今
後
は
こ
の
よ
う
な
事
態
が
発
生
し
な
い
よ
う
、
万
全
を
期
し
た
警
報
装
置

の
管
理
を
行
い
、
災
害
時
の
対
応
に
努
め
て
ま
い
り
ま
す
。　
（
上
下
水
道
局
）


